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働き方改革推進支援センターによる相談事例等の周知

○ 局幹部等による使用者団体の訪問【10月～11月】
・ 労働局幹部（労働局長、労働基準部長、雇用環境・均等部（室）長など）とセンター長が、管内の商工
会、商工会議所、中小企業団体中央会などの主要な使用者団体を直接訪問し、センターの一層の活用につ
いて周知を実施。

・ 全国2052団体に対して直接訪問を実施（12月実施予定を含む）。
・ 直接訪問時に団体から得られた「生の声」には、以下のようなものがあった。

10月の消費税率改定対応で手一杯の会員が多く、零細事業場には周知が行き届いていない感がある。直前まで機会を設けて周知をしていく
ことが重要。

残業がない、残業が少ないため、自分の会社は全く関係ないという認識の事業場も多い。

昨年度、講習会をやったが厳しいという声があった。人手が少ない中、どうやって変えたらいいのか、社長自身が頭を切り替えるしかない。

改正法の大きな話よりも、36協定届の書き方など、改正法について、より実践的な内容を知りたいとの声がある（関心を持たれている）。

同業他社の取組事例や業務効率化の助言はありがたいと思う。

○ 今後の対応
【具体的な取組】
 「直前まで機会を設けて周知をしていくことが重要」との声について
令和２年１月～３月の間においても、全国の働き方改革推進支援センター、都道府県労働局、労働基準
監督署で、時間外労働の上限規制について説明会を開催する（500回程度）。

 「36協定届の書き方など、より実践的な内容を知りたい」との声について
令和２年１月～３月に開催する説明会では、法制度の説明に加え、「３６協定届等作成支援ツール」の
活用の働きかけや、実際に３６協定届（新様式）の書き方を具体的に説明する実践的な機会を設ける。

 「同業他社の取組事例や業務効率化の助言はありがたい」との声について
１０月に公開した「働き方改革推進支援センターによる相談事例への対応」に新たな事例を追加しつつ、
官邸twitterなどを活用した徹底的な周知を図る。
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季節性のある業種における残業時間の集中に対する対応策の周知

○ 農林水産省以外の関係省庁との連携による対応
・ 12月９日（月）、厚生労働省から関係省庁に対し、所管の業界団体を通じ、会員企業を対象に、残業
時間の集中に対して企業がとるべき対応策と、変形労働時間制度の活用や時間外労働の縮減に向けた支援
策について周知を行っていただくよう依頼。

○ 農林水産省との連携による対応
・ 農林水産省から業界団体を通じて、会員への働き方改革関連法の制度や支援策、各種セミナー・説明
会（※1）の周知を行うとともに、支援を必要としている企業に対しては、働き方改革推進支援センターや
労働基準監督署が個別に訪問して支援していくため、アンケートを実施（※2）。
（※1） 企業がとるべき対応策と、変形労働時間制度の活用や時間外労働の縮減に向けた支援策について説明。
（※2） 原則令和元年12月中にアンケートを回収し、翌年１月から順次個別訪問を実施していく予定。

○ 今後の対応
 農林水産省との連携による対応

引き続き、農林水産省と連携し、支援を必要としている企業に対して、働き方改革推進支援センター
や労働基準監督署が個別に訪問して支援を行っていく。

 農林水産省以外の関係省庁との連携による対応
所管業界団体を通じた会員企業に対する変形労働時間制度や支援策の確実な周知をお願いする。






































